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なお、食農連携による地域枠組や連携による取組は、農商工連携、食農連携、食料産業クラスターなど、様々
な言葉が存在します。本書では、これらについて、特に地域枠組形成による取組については、諸外国において
も推進されている産業クラスター（cluster）を引用し、食料産業クラスターとして統一的な表記にしています。（ ）
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『地域ブランド』

地域ブランド チームマーチャンダイジング
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チームマーチャンダイジング

構造的なミスマッチ

コア・コンピタンス

国・自治体
（農政）

農業機械
農業施設

大 学
研究機関

食品加工
機 械

食品加工
食品製造

農産物
生産

中食・外食

観光産業

小 売流 通種苗・育種

肥料・飼料 農産物加工

直売所
道の駅 ＩＴ産業

フードシステムの経済主体の関係（概略図）

運輸・輸送

ネット販売
通信販売

国・自治体
（商工）

金 融 商 社

フードシステムの経済主体の関係（概略図）

構造的なミスマッチ コア・コンピタンス
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バリューチェーン

バリューチェーン（価値連鎖）

サプライチェーン（供給連鎖）

紀州南紅梅の産業クラスター概略図

企業戦略及び
競争環境

関連・支援組織
（産業）

投入資源条件 需要条件

◆紀州産梅の地域ブランド
◆青梅出荷，白干し梅加工の両方に
適した南高梅の産地
◆古くから梅の産地化と栽培技術・
知識，それを有する人材の蓄積
◆梅栽培に適した気候と土壌
◆国内一の梅栽培面積と収量及び単
位面積当たり収量
◆古くから梅専門問屋や業者が存在
しており，農家との繋がりも深い
◆梅栽培を支援する行政のインフラ
整備

◆330社の二次加工メーカーによる競争
◆新規参入の増加
◆国内他産地や輸入原料の拡大

◆日本人特有の梅干し需要
◆調味梅干しの開発
◆量販店による川下主導型の流通形態
◆健康食品ブームによる減塩
◆消費者の安全の「安全・安心」を求める
トレンド

◆JA紀南，JAみなべいなみを中心とした農協
組織
◆仲買人による原料供給と仲買人組合
◆二次加工メーカーによる梅干組合
◆包材・調味料業者や養蜂業者
◆大学・研究機関との連携

紀州南紅梅の産業クラスター概略図
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コーディネーター

コーディネーター

紀州南紅梅と作業風景
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2

6

① サプライチェーンとバリューチェーンの関係

② ミスマッチからサプライチェーンの構築

紀州南紅梅を例にしたバリューチェーンの形成と分業関係

青　梅

600円

農　家

（１ｋｇあたりの単価）

メーカー 小売・直売

白干し梅

1,300円

調味梅干し

3,000円

販　売

5,000円以上

（１ｋｇあたりの単価）
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③ 調達と市場・契約・直営の選択

④ 企業の参入とバリューチェーンの形成

サンポー食品（株） 直営農場 サンポーファーム
（千葉県館山）

カゴメ（株） 自社出資による農業生産法人が
生産したトマトブランド

写真は、「こくみトマト（ラウンドとプラム）」
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2

8

① 農商工連携における関係性の深化と資本出資

コンフリクト

LLP（有限責任事業組合）

② 提携の深化と資本出資

コンフリクト

LLP（有限責任事業組合）

情報の共有化

提携の進化と融合化

新しい経営体の形成

経営成長のスピード

融合化

取引コスト

市場 契約 業務提携
資本出資

出資比率
経営権

支配関係の
発生可能性

経営資源の依存関係
（モノ、カネ、ヒト）

提携の進化と融合化
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③ 業務提携とサプライチェーン

羽黒・のうきょう食品加工（有）の農産物加工品
（漬物工場の作業風景）
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① 契約条件

イ
ンセンティブ・システム

② 需給調整

インセンティブ・システム
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③ 全量取引のメリット
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産地

直営農場
（農業生産法人）

契約生産者

堆肥工場
堆肥

有機質肥料

生産物

苗

残渣

肥料メーカー
（提携関係）

流通センター

育苗施設

種苗会社
（提携関係）

種子（共同開発）

加工施設
（米飯、惣菜等）

集荷・カット施設

各店舗

食品・関連企業の生産拠点

食品企業による生産拠点のモデル
（外食企業を想定）

生産物

苗

残渣
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バジルを直接持ち込み
肥培日誌提出

栽培指導など

商流

｛栽培指導
残農検査
種子販売
肥料販売
農薬販売 商流

くにみ農産生 産 者

農　協

振 興 局

くにみ農産加工による地域生産者支援の関係図

大分県国東市の
「くにみ農産加工の社屋及び加工場」

国東市に広がるスイートバジルの農地
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5

企業ブランドと地域ブランド

企業規模

企業ブランドと地域ブランド

地
域
ブ
ラ
ン
ド
の
割
合

小 大

Ｂ

Ａ

（クラスターとしての
　　集積効果が大きい場合）

中

企業ブランドと地域ブランド

※　企業規模が大きく
なると、地域ブランド
より企業ブランドの割
合が高まる。また、A
より、クラスターとし
ての集積効果が大きい
Bの場合に、地域ブラ
ンドを採用する企業が
多い。
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地域内発型アグリビジネ
ス

地域内発型アグリビジネス
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養
豚
農
家
5
戸

（
一
万
頭
）

松
坂
食
肉
セ
ン
タ
ー

食
と
農
を
考
え
る

直
行
便

ネ
イ
チ
ャ
ー
ク
ラ
ブ

体
験
教
室

レ
ス
ト
ラ
ン

テ
ー
マ
パ
ー
ク

店
舗
（
11
カ
所
）

直
営
店
（
5
店
舗
）

専
門
店

百
貨
店

生
協

ス
ー
パ
ー

四日市食肉センター 生協

（卸）
（
通
販
）

ジャスコなど

伊賀の里 モクモク
（農事組合法人）

 モクモク
（有限会社）

 （テーマパーク内）

販売額シェア ３％～５％ ５１％ １２％ ３０％
マージン 約３０％ １５～３０％ ３０～４０％ 数％
収　　益 △ ＋ ー ー　

 （桑名、四日市、松坂、津）

1/3

1/3

1/3

地域内発型アグリビジネス（６次産業）の取組事例
農事組合伊賀の里モクモク （三重県）

高級料理屋

あゆ・こい

新庄の加工業者

大場組
（社員作付） 

350 人雇用
11関連事業

四季の香
（直売所）
生産者 70名

もがみグリーンファーム
20年法人設立

そば播種・
収穫調製
200ha

山菜直営
生産 7ha

ハウス 4棟
（トマト）

製粉
メーカー

そば専門店 板橋
アンテナショップ

山菜
メーカー

N P O 法人
アニマルセラピー
（小売施設）
集客 1万 2千人

ローソン
経営 1 店舗

米 50ha

川の駅ヤナ茶屋もがみ
（レストラン直売施設）

ヤナ一箇所
集客 45万人

（株）最上クリーンセンター 
高熱処理リサイクルセ ンター

介護老人施設（2ヶ所） 
宮城県大崎・山形県村山 

158 人雇用 

健康福祉プラザ
最上町 30人雇用

 （宿泊施設 +デイケア施設）
 あゆ

あゆ

エネルギー

■
小
売
販
売
事
業

放
流（
中
間
育
成
）

■
環
境
事
業

■
生
産
事
業

■
社
会
福
祉
事
業

■
生
産
事
業

■
生
産
事
業

最上あゆセンター
（養殖場・温泉活用）
あゆ・こい・うなぎ
平成 19年設立

地域内発型アグリビジネス（６次産業）の取組事例
株式会社大場組 （山形県） 
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【基本要件】
　・農業と食品・関係企業の特徴（本資料）
　・連携の枠組形成と戦略構築
　・枠組や戦略の客観的評価
　・コーディネート手法
【個別要件】
　・地域の原材料（質と量）
　・ものづくり、新製品開発
　・マーケティング戦略
　・地域ブランド化戦略
　・パブリシティー戦略
　・技術シーズ利用とイノベーション創出
【付帯的要件】
　・知的財産化戦略
　・経営戦略、経営診断
　・食文化、歴史・風土
　・関係者の主体性、モチベーション戦略
　・支援事業の獲得方法
　・情報の収集・発信

ＯＪＴ（On-the-Job Training）

ＯＪＴ（On-the-Job Training）
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連携事業推進において、まずは
地域における連携の枠組みを
形成することが求められます。

まずは関係者を集った枠組みを形
成しましょう。

地域資源の状況をきちんと把
握し、戦略を構築しましょう。

枠組み形成 地域枠組み形成
合意形成を図るのにいくつかのコ
ーディネート手法があります。　

コーディネート手法

関係者で立てた戦略にのっとり、事
業推進をマネジメントしましょう。

各種支援の獲得・事業管理のための事
務手続き、運用にも工夫が必要です。

農業者と食品企業をマッチングさ
せるには、両者の実情を知っておく
必要があります。

農業者と食品産業マッチング

技術・商品開発への取組み

販売・広報戦略

地域連携による新商品開発には、通
常と違う注意点もあります。

新商品開発

関係者でのブランドコンセプトや基
準づくりの話し合いを重ね、地域ブ
ランドを確立しましょう。

地域ブランドの確立

地域ブランド化への取組み

地域ブランドを維持するための管理
も重要です。

地域ブランドの管理

連携に伴う品質管理、安全性確保を行
うためのトレーサビリティ、食品の表
示などについて理解しましょう。

食の安全・安心

安全・安心への取組み

観光農園や食育、地域素材を活用し
た調理等による、消費者とのコミュ
ニケーションも重要です。

食材を通じた消費者との
コミュニケーション

消費者との連携

新商品開発において、大学・研究機関等の
知的財産の活用も視野に入れましょう。

知的財産の利活用

連携商品を販売する上でのマーケテ
ィング戦略を考えましょう。

マーケティング戦略

ブランド確立後のブランド価格の向上、
ブランドの見せ方にも留意しましょう。

ブランドコミュニケーション

地域の資源・食文化・歴史を把握しましょう。

地元学

戦略構想の作成

事業推進マネジメント

事業の企画・運用管理

戦略構築

戦略にもとづき、連携主体で協力
し、お互いの強みを活かして様々
な取組みを進めましょう。

連携主体で行う
様々な取組み

新たな連携による事業者間に
おけるWin-Win関係の構築及び
地域活性化が図られます。

WinWinの構築
地域活性化

地域の産業ニーズ・技術シーズの把
握をしましょう。

大学・研究機関のシーズの利活用

地域のニーズとシーズをマッチング
させた戦略を作成しましょう。

引用：平成21年度 食農連携機能高度化支援事業（コーディネーターの確保・育成）成果報告書（社）食品需給研究センター

コーディネート業務の実施フローの一例
コーディネーターによるコーディネート業務の一例を下図に示します。まずは地域における枠組み形成を行い、戦略構築を図っていきます。
戦略構築においては、 地域資源の状況をきちんと把握することも必要です。構築した戦略をもとに、様々な取組みを推進していきます。
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